
自動物流道路の構築に向けた
検討について

はじめに

急速に進む人口減少と少子高齢化，激甚化・頻
発化する自然災害など，我が国は歴史的・構造的
な変化と課題に直面している。一方で，カーボン
ニュートラルの実現や持続可能な経済社会の構築
など，新たな課題への対応が求められている。

令和 5 年 10 月，社会資本整備審議会道路分科
会国土幹線道路部会においてとりまとめられた

「高規格道路ネットワークのあり方 中間とりまと
め」において，物流危機の克服，温室効果ガス排
出削減の切り札として，道路空間をフル活用した
クリーンエネルギーによる自動物流道路（オート
フロー・ロード Autoflow Road）の構築に向け
た検討の必要性が提起され，逼迫する物流の状況
を鑑み，10 年での実現が提言された。

この提言を受け，国土交通省では，令和 6 年 2
月に有識者などで構成する「自動物流道路に関す
る検討会」（委員長：羽藤英二 東京大学大学院教
授）（以下，「検討会」という）を設置した。令和
6 年 7 月には「自動物流道路のあり方 中間とり
まとめ」を実施した。本稿においては，「中間と
りまとめ」において提言されている自動物流道路
のコンセプト，実現に向けた検討の方向性，想定
ルートや実験線の設定などについての考え方につ
いて紹介した上で，現在の検討状況を紹介する。

物流の現状と課題

我が国の物流は，国内貨物の 9 割超をトラック
が担っており，物流量はトンベースでは微減傾向
だが，1 件あたりの貨物量が直近 20 年で半減し
ている。一方で，宅配便取扱実績が 1989 年度に
10 億個を超えて以降，2022 年度には初めて 50 億
個を超えるなど物流件数は増加しており，物流の
小口・多頻度化が急速に進行しているものの，貨
物自動車の積載率は 40% 以下の低い水準で推移
している。

このような状況下において，生産年齢人口の減
少に伴う労働力不足を背景に，物流事業者の担い
手不足が懸念されている。特に，2024 年 4 月か
らはトラックドライバーの時間外労働の上限規制
が適用される，いわゆる「2024 年問題」に直面
しており，何も対策を講じなければ，輸送力が
2024 年度には 14%，2030 年度には 34% が不足
し，今のようには荷物を運べなくなる物流危機が
強く懸念されている。

このような中，物流の機械化・デジタル化（物
流 DX）を進めることで生産性の向上や非効率な
物流の改善が可能となるが，その前提となるパ 
レットや物流データ等の物流を構成するソフト・
ハードの各種要素について，物流全体としての最
適化に資する標準化には至っていない。加えて，
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トラックから鉄道・船舶へ輸送手段を転換するモ
ーダルシフトが進まないことや，我が国の CO2

排出量のうち約 2 割を運輸部門が占めており，そ
のうち約 45% を物流分野で占めていることか
ら，物流分野における CO2 排出量の削減は急務
である。

海外の事例

海外においては，運輸部門からの温室効果ガス
の排出抑制や将来的な物流需要の増加への対応の
ため，新たな物流形態の検討が進められており，
人が荷物を運ぶという概念から，人は荷物を管理
し，荷物そのものが自動で輸送される仕組みへの
転換を図ろうとしている。

①　スイス：地下物流システム
例えば，スイスでは，スイスの民間企業 CST 社

（Cargo Sous Terrain 社）が，主要都市間を結ぶ
物流専用の地下トンネルを建設し，自動輸送カー
トを走行させる物流システムの構築を検討してい
る。スイスは今後も人口の増加が予測され，貨物
輸送量も 2040 年までに約 4 割増加することが予
測されており，現在の輸送ルートだけでは今後増
加する貨物輸送に対応することができないため，
その一部を地下物流システムが担うことを想定し
ている。

民間企業の取組を背景に，スイス政府（連邦政
府）は，貨物の地下輸送のための都市間施設の建
設・運営やこれらの施設での車両の運行を規制す
る「地下貨物法」を制定している（2021 年 12 月
成立，2022 年 8 月施行）。

地下物流システムにより，スイスの物資輸送の
持続可能な発展に貢献するとともに，環境保護，
交通量の削減に伴う道路の負荷の緩和といった効
果が期待されている。また，地下トンネルは自動
輸送カートの走行空間機能だけでなく，カートの
仕分け・滞留・追い越しを行うバッファリング機
能を果たすことにより，地上での保管スペースの
削減を可能としている。

②　イギリス：Magway西ロンドン線プロジェ
クト構想
イ ギ リ ス で は， イ ギ リ ス の 民 間 企 業

（MAGWAY 社）が，西ロンドン地区において，
現在開発中の電磁気力を動力として，物流輸送用
に開発した低コストのリニアモーターを使用した
完全自動による物流システム（Magway システ
ム）により，地区内物流の効率化を図るプロジェ
クトを計画している。

西ロンドン地区においては，既存の鉄道敷地内
のレール横スペースを活用し，全長 16 km の
Magway 専用線を設置することにより，大手物
流事業者の物流施設から小売業者等の物流施設や
店舗等へ自動で荷物を輸送することが検討されて
いる。実現に向けて検討中の段階ではあるが，ト
ラック輸送に代わる安全かつ持続可能な代替手段
を提供することを目的としており，物流の脱炭素
化・効率の向上・渋滞の緩和等への貢献が可能と
されている。

3
スイス地下物流システムのカートのイメージ

（出典：Cargo Sous Terrain 社ホームページ）

Magwayシステム（出典：MAGWAY 社提供資料）
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自動物流道路の必要性

検討会において，自動物流道路の実現に向けて
議論が行われ，道路，物流それぞれの目指すべき
姿が示された。

⑴　道路の目指すべき姿
「高規格道路ネットワークのあり方 中間とりま

とめ」においては，「技術創造による多機能空間
への進化」として国土を巡る道路ネットワークを
フル活用し，課題解決と価値創造に貢献していく
必要があると提言されている。道路の姿として，
インフラが下部構造たる社会資本として経済を支
える従来の発想を超え，道路ネットワークそのも
のが DX や GX など成長分野を取り込むことで多
様な価値を生み出し，道路分野にとどまらず，社
会全体の構造の革新へ貢献することを目指してい
くべきである。

⑵　物流の目指すべき姿
現在の物流危機の状況下を踏まえると，これま

で進捗しなかった物流の構造改革や生産性向上の
取組を加速度的に促進させる大きな好機となる可
能性がある。国際競争に伍していくためにも，我
が国の物流において，DX，フィジカルインター
ネットといった最先端の技術や概念を取り入れた
物流システムを構築していくことが重要である。

また，これまで「競争領域」とされる部分が多
かった物流分野において，効果的に「協調領域」
を生み出すことにより，物流モード間・事業者間・ 
官民間の垣根を越えて，標準化をはじめとした物
流効率化の取組を進め，物流モードで適切に役割
を分担し，物流全体の最適化を目指すべきである。

⑶　自動物流道路の必要性
我が国の産業の生産性向上，国際競争力強化の

観点からは，トラック輸送・鉄道輸送・海上輸送・
航空輸送など各物流モードにおける，個々の輸送
の効率化にとどまらず，物流全体として効率化・

生産性向上を図ることが重要である。このために
は，可能な限り省人化を目指すこと，モード間・
事業者間の協調領域の拡大による効率化を図るこ
と，各物流モードで補完し合うことに加え，道路
が各物流モードをつなぐ機能を担っていくことが
解決に向けたポイントとなると考えられる。

このため，道路空間を活用して専用空間が構築
され，デジタル技術を活用して無人化・自動化さ
れた輸送手法により物流を担う新しい物流形態と
して，「自動物流道路」を構築することが必要で
あるとされた。

自動物流道路のコンセプト・ 
方向性

⑴　コンセプト
上記のとおり，社会の変化を踏まえた道路の転

換・物流の転換の中で自動物流道路の構築が求め
られている。その際，2024 年問題を始めとする
人手不足などの物流危機の抜本的解決に加え，カ
ーボンニュートラルへの対応，他モード連携・支
援を含めたモーダルシフトの推進，標準化などの
ロジスティクス改革の促進，持続可能な道路交通
の実現，大規模災害に備えたリダンダンシーの確
保といった多岐にわたる目的を同時に果たせるも
のとして実現していくべきであるとされた。

このため，自動物流道路は「持続可能で，賢
く，安全な，全く新しいカーボンニュートラル型
の物流革新プラットフォーム」をコンセプトの柱
として，物流の全体最適化，物流モードのシーム
レスな連結，カーボンニュートラルの方向性で実
現を図るべきものであるとされた。具体的な方向
性は以下のとおりである。

《物流の全体最適化》
自動物流道路は，

・徹底的な自動化による省人化・無人化による小
口・多頻度での輸送への対応

・小口輸送に対応するためのインフラとすること
での輸送空間の省スペース化

・24 時間稼働し，自動物流道路の走行空間等に

4

5
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おいて仕分けや保管，時間調整を行うバッファ
リング機能を持たせることで物流需要を平準化
し，物流全体の効率化を図るべきものとされた。
特に，バッファリング機能を設けることで，物

流の商習慣・行動を変容させることが可能となる
と同時に，バッファリング機能を十分に生かすた
めにも商慣習・行動変容を促していく必要がある。

また，自動物流道路というインフラの導入をき
っかけに，物流の標準化や事業者間・物流モード
間の連携強化といったロジスティクス改革を進め
るものとすることが重要である。それに伴い，ト
ラックドライバーの働き方についても，夜間の長
距離輸送から，真に人の手が必要な輸送にシフト
し，労働環境の改善につながるものとなる。

《物流モードのシームレスな連結》
モーダルシフトに際しては，既存の輸送モード

に加え，自動物流道路を新たなモードの一つとし
て位置づけ，トラック輸送をサポートするものと
して活用すべきである。加えて，自動物流道路を
トラック輸送から鉄道輸送・海上輸送・航空輸送
へのモーダルシフトをサポートするものとするこ
とで，トラック輸送・鉄道輸送・海上輸送・航空
輸送の活用の支障となる積替えバリアを解消し，
それぞれの輸送モードの強みを生かすサポートを
するものとして，物流モードのシームレスな連結
を目指すべきものとされた。

《カーボンニュートラル》
自動物流道路での輸送については，低炭素技術

を導入し，クリーンエネルギーの活用を前提とし
たハード設計とするとともに，さらなる技術開発
を促し，エネルギー利用の効率化を追求し，環境
負荷を最小限に抑制する。

また，効率的な輸送の実現や，物流モードのシ
ームレスな連結によりモーダルシフトを推進する
ことで，物流全体からの温室効果ガス排出量を削
減し，環境負荷の低減を目指す。

⑵　実現に向けた検討の方向性
前述のコンセプト・目的を踏まえ，海外事例を

参考にしながら，自動物流道路を設定するルート
や規格，必要な機能や技術に関して以下の考え方
が示された。

《想定ルート》
自動物流道路を設定する想定ルートは，人手不

足解消の観点から最も効果的と考えられる区間と
して，長距離幹線輸送での設定を検討すべきであ
る。具体的には，物流量が最も多く，我が国最大
の大動脈である東京−大阪間での設定を念頭に，
段階的な運用開始も含め，実現方法を検討すべき
である。その際，一部区間の運用でも効果が発揮
されるよう区間設定していくべきであり，第一期
区間は，物流量も考慮しつつ，大都市近郊の特に
渋滞が発生する区間から構築すべきである。モー
ダルシフトの推進・他モード連携の観点から，モー
ド間のシームレスな連結のため，物流拠点（貨物
鉄道駅，港湾，空港，高速道路 IC，物流倉庫等）
間での設定を検討すべきであるとされた。

《実験線の設定》
自動物流道路の実現に向け，実験線として，早

期にフィールドを設定し，必要な技術開発・オペ
レーションの検証等を行うことが重要である。そ
の際，自動走行システム，走行中給電，AI・IoT
によるスマートロジスティクス等の現在発展中の
新技術の積極的な活用を図るべきである。

実験線は，将来的に先行的に運用される区間
（先行ルート）とすることも想定し，設定にあたっ
ては，将来的な完成形の一部区間や物流拠点間を
結ぶ区間などを想定して候補地となる区間を設定
すべきである。その際，現在の物流の危機的状況
を鑑みて，既存インフラの活用ができる箇所でス
ピード感を持って実施する必要があること，10
年での社会実装を目指すため，前提となるフィー
ルドの構築に大規模な整備や時間を要さない，新
東名高速道路の建設中区間（新秦野～新御殿場）
や小規模な改良で実装可能な区間などを活用して
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社会実験を行うことも考慮すべきであるとされ 
た。

《輸送対象荷物の規格》
物流の小口・多頻度化の進行，積載効率，他モー

ドとの役割分担の観点も踏まえ，自動物流道路の
対象とする荷物は，小口の荷物をターゲットと
し，パレット等に積載したサイズを輸送単位とす
ることが適当である。その規格については，拠点
での積替えの自動化・機械化によるスムーズな実
施を考慮すると，統一した規格の採用が必要であ
り，具体的には，官民物流標準化懇談会パレット
標準化推進分科会において標準的な規格として推
奨されている 11 型パレット（平面サイズ：1,100 mm
× 1,100 mm）の規格を平面サイズの土台とした上
で，土台も含めた輸送対象物の高さを 1,800 mm
までの大きさとして設定し，物流需要や使いやす
さ，輸送時の安定性を含めたインフラ設計，搬送
技術開発などを議論・検証していくべきであると
された。

《道路空間の利活用》
高速道路空間の利活用にあたっては，地上部お

よび地下部の活用が考えられる。その際，事業ス
ピード，費用対効果，既存の交通への影響等を踏
まえた検討が必要である。

地上部の活用の場合，中央分離帯および路肩の
活用が考えられるが，それぞれに本来必要な機能
があるため空間の確保が必要であることや供用中
の高速道路への影響を考慮する必要がある。ま
た，地下空間の活用の場合，現地状況により工事
期間や整備コストが大きく変動する可能性がある。

想定ルートの具体的な区間での空間確保にあ 
たっては，自動輸送カートの寸法や重量，走行速
度，走行頻度などの諸条件を踏まえて検討する必
要があり，具体的な規格を早急に設定した上で，
実現に向けてさらなる詳細な構造検討を進めるこ
とが必要である。

また，安全性・安定性の観点から，頻発する大
規模災害の発生を前提としたインフラの設計を行
うべきである。自動物流道路は物流専用空間を確
保し，人の侵入や，風雨等の影響を可能な限り排
除することで平常時は気象等に左右されず，災害
時には自動物流道路が非常手段の一つとして物流
ネットワークの確保に資するなど BCP の観点か
らも有効となる。

《拠点配置・機能》
自動物流道路が既存物流モードと接続し，荷物

の積替えを行う拠点の配置にあたっては，既存の
物流倉庫の集積状況や，高速道路の SA・PA や
IC，貨物鉄道駅，港湾，空港等の物流拠点の配
置や，既存の道路ネットワークとの接続によるシ
ナジー効果，周辺の道路交通への影響も踏まえ，
具体的な地点を設定すべきであるとされた。ま
た，自動物流道路の拠点での効率的・合理的な積
替え手法について技術開発を図るべきであるとの
指摘がされた。

荷物のイメージ

〈宅配便荷物などの
場合のイメージ〉

〈パレタイズされた荷物の
場合のイメージ〉

中央帯路肩・法面

地下

路肩

道路空間の利活用イメージ
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《搬送手法》
自動物流道路で走行する輸送カートについて，

カーボンニュートラル実現の観点からクリーンエ
ネルギーを活用することや，エネルギー利用の効
率化を図ること，自動荷役に対応した設計とする
こと，走行中給電などの最新技術を取り入れたも
のとすべきである。また，荷物の輸送時の安定性
の観点から，規格化された荷物を 1 台の自動輸送
カートで運ぶ個数についても検証が必要である。

《実施主体》
自動物流道路は，多くの企業が利用する社会イ

ンフラとしての役割を果たすことが求められる一
方で，将来にわたって持続可能なスキームを構築
する必要があることを踏まえた建設・運営主体と
する必要がある。

引き続き検討すべき課題

前述のように，自動物流道路のコンセプト・検
討の方向性が提示されたが，自動物流道路を真に
使いやすく，かつ持続可能な社会インフラとする
ために，以下についてさらなる検討が必要である
とされた。

⑴　効果・影響
自動物流道路の構築による道路交通や各物流 

モード，複合一貫輸送，さらには物流全体に与え
る効果・影響について，交通分析，物流事業者・
荷主等へのヒアリングなどにより，詳細に分析を
行う必要がある。

⑵　需要分析，ビジネスモデル，官民連携，制度
設計
具体的なルートの決定にあたっては，初期投資

（建設コストなど）やランニングコストを含め，
詳細な需要分析・事業性の分析を行う必要があ
る。その際，既存他モードを参考にしつつ，リー
ドタイム等の荷物特性も踏まえ，自動物流道路へ
の物流需要の転換率や料金などを設定する必要が

ある。特に，料金設定については，他モードも含
めた物流需要の平準化の観点から，ダイナミック
プライシングの導入についても検討すべきである。

また，実施体制について，自動物流道路は，多
くの企業が利用する社会インフラとしての役割を
果たすことが求められることから，建設・運営主
体に対する一定の公的コントロールが必要であ
り，その具体的な仕組みについて検討する必要が
ある。

また，実現にあたっては，民間資金を想定する
とともに，民間の活力を最大限活用する。

⑶　技術的課題，技術開発
自動物流道路の実現にあたっては，現状の技術

にとどまらず，新技術の導入はもとより，行政が
開発の方向性を示すことで，開発リソースの集約
が可能となり，さらなる技術開発が可能となる。
その際，アジャイルアプローチで技術・ノウハウ
の確立を図っていくべきである。特に，拠点での
荷役の自動化・スムーズな積替えは自動物流道路
の利便性に直結する重要な課題であるとの指摘が
された。

現在の検討状況

令和 6 年 10 月 3 日に，第 6 回自動物流道路検
討会を開催した。中間とりまとめ後初の開催であ
り，今後の検討の方向性，事業スキームの検討の
ためのマーケットサウンディング調査の実施につ
いて議論が行われた。今後，マーケットサウンディ
ングを通じて，事業スキーム案の検討，社会実験
の実施方針を固めるための技術開発の検討を深め
ていくこととなった。

検討会委員からは，
・マーケットサウンディングを通じて，自動物流

道路について具体的な諸元の特定につながって
いくのではないか。事業スキームだけではな
く，2027 年度までの実験に向けても技術開発
の検討を進めていくことが重要。

・自動物流道路の諸元については，民間事業者か
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らの意見を踏まえ，柔軟に検討していくべき。
・人手不足で建設需要に耐え切れないという現状

もあるかもしれないので，建設業界も含め広く
意見を聞くべき。

との意見があった。
次回以降の検討会においてサウンディング結果

について報告，議論を実施していく予定である。

なお，議論の参考として，中間とりまとめで提
言されたコンセプト等についてのイメージ動画を
作成している。ぜひご覧いただければと思う。

おわりに

自動物流道路は，東京−大阪間の長距離幹線構
想を念頭に，まずは実験を実施し，2030 年代半
ばまでに先行ルートの運用開始を目指していくこ
ととしている。実現に向け，技術的な課題への対
応，ビジネスモデルの構築など，有識者，民間企
業などと連携し，スピード感を持って検討を進め
ていく。

【参考】　自動物流道路に関する検討会
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-
council/buturyu_douro/index.html

8

自動物流道路の構築に向けてのイメージ
https://youtu.be/W0v0zAxu5Wo

上記の二次元コードからもアクセス可能。
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